




② 消費者行政推進事業【基本事業名：14301 自主的かつ合理的な消費活動への支援】 

予算額：(28) ３８，２４５千円  →  (29) ５７，２１１千円 

事業概要：市町の消費生活相談員等を対象に勉強会を開催し、相談員の資質向上を図るほか、消費

生活相談員資格取得講座を開催し、相談員有資格者を確保します。また、消費者行政推

進補助金等により市町の消費行政の推進、相談体制の充実を支援します。 

 

③相談対応強化事業【基本事業名：14302 消費者被害の救済、適正な取引の確保】 

予算額：(28) ２４，０５３千円  →  (29) ２２，６５９千円 

事業概要：県消費生活センターに消費生活相談員を配置するとともにその資質の向上を図り、消

費者からの消費生活相談に対応し、解決方法などの助言やあっせん、情報提供を行いま

す。また、多重債務に関する相談には、多重債務者相談連携システムを活用して適切に

対応します。 

 

④事業者指導事業【基本事業名：14302 消費者被害の救済、適正な取引の確保】 

予算額：(28)  ５，７７０千円  →  (29) ５，８３９千円 

事業概要：適正な商取引、商品表示等が行われるよう、関係部局、関係機関、他県とも連携し、「特

定商取引に関する法律」や「不当景品類及び不当表示防止法」に基づいて、事業者指導

を行います。 

 

 


